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１．道歯入院補償共済保険制度

正会員の相互扶助の理念に則し、会員の福祉共済を図ることを目的とし病気やケガで入院をし

た場合に入院補償共済保険金をお支払いする共済保険制度です。

■ 共済保険金の支払

＊ 保険金額

入院１日につき下記金額が支払われます。

＊ 加入資格

新しく会員になられる正会員（満６０歳ま

で）が加入できます。

＊ 保 険 料

・年額２１，０００円

・徴収月 毎年４月の１回。

・満７０歳となられた翌年度より免除となりま

す。

＊ 受給権の発生

加入した日から受給権が発生します。

＊ 加入手続き

入会の手続きと同時に所定の申込書に保

険料を添えて所属の郡市区歯科医師会に

提出していただきます。

＊ 保険契約の消滅

本会を退会した時、または１年間保険料

を滞納した場合は失効します。

＊ 給付日数と給付条件

・給付日数は年間６０日です。

・免責期間はありません。１日の入院でも支払われます。

・加入時からの総支払日数が１２０日を超えた場合は保険金が半額になります。

・７０歳まで支払われます。

＊７０歳までの総支払日数が６０日に達していない方は、７５歳までの間に６０日に満たない日数

分の給付が受けられます。

＊ 共済保険金請求手続き

・所定の給付申請書により、所属の郡市区歯科医師会を経て北海道歯科医師会に申請して

下さい。

６０歳 未 満 １８，０００円

６０歳 以 上 １５，０００円
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※税務上の取扱いについて

（註）加入口数の特別措置

旧規則のもとで２口以上加入していた方については次の取扱いとなります。

・加入口数を継続することができます。

（共済保険料及び共済保険金についてはそれぞれ口数に応じて異なります）

・満６０歳に達した方は翌年度より１口加入となります。

所得税法上の課税について 法人税法上の課税について

�１共済保険料（掛金）の税務処理
家事費

�２共済保険金を受取った場合の税務処理
非課税

�１共済保険料（掛金）の税務処理
医療法人としての加入は認められてい

ないが、現実には当該法人が共済保険

料を納付している場合には、役員個人

に対する立替金（貸付金）若しくは給

与の上積等の税務処理をする。

�２共済保険金を受取った場合の税務処理
会員個人が受取るべき給付金として税

務処理をする。
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正会員相互扶助の理念に則し、会員の福祉共済を図ることを目的とし会員が所有、又は借り受

けている就業所、住宅が災害等にあったときに保険金をお支払いする共済保険制度です。

＊ 保 険 料

・次のとおりです。（１物件につき年額６，０００円）

・徴収月 毎年５月の１回。

■ 共済保険金の支払

指定物件として届出された住宅及び就業所の建築物が、次ぺージに該当する被害にあった場

合に共済保険金が給付されます。

・住宅と就業所が２物件同時契約の場合は、契約物件ごとに共済保険金が支払われます。

・指定物件を異動されたときは、すみやかに変更事項の届出をしてください。（指定物件

以外は支払われません）

＊ 共済保険金請求手続き

所定の請求書に必要書類を添付して、所属の郡市区歯科医師会を経て北海道歯科医師会に請

求してください。

２．道歯災害共済保険制度

＊ 加入資格

新しく会員になられた正会員が加入でき

ます。

＊ 加入手続き

入会の手続きと同時に所定の申込書に保

険料を添えて所属の郡市区歯科医師会に

提出していただきます。

＊ 受給権の発生

加入した日から受給権が発生します。

＊ 保険契約の消滅

本会を退会した時、または１年間保険料

を滞納した場合は失効します。

開業医（就業所、自宅）２物件 年額 １２，０００円

勤務医（自宅） １物件 年額 ６，０００円
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＊ 共済保険金

・火災又は爆発等、航空機等からの落下物、自動車等の飛込みにより指定物件に損害を受け

たときは以下の金額の範囲内で支払います。

・隣接建物火災消防のための放水により指定物件に損害を生じたときは、１５０万円以内で支

払います。

・水害により指定物件に損害を生じた時は、以下の金額の範囲内で支払います。

ただし、床下浸水による給付は、ボイラー等の付帯施設設備に損害を生じた場合に限りま

す。

被 災 割 合 金 額

床 下 浸 水 １００万円以内

床 上 浸 水 １５０万円以内

被 災 割 合 金 額

１０ ％ 程 度 １５０万円以内

２０ ％ 程 度 ３００万円以内

３０ ％ 程 度 ４５０万円以内

５０ ％ 程 度 ７５０万円以内

７０ ％ 程 度 １，０００万円以内

７０％程度以上 １，５００万円以内

－４－



※税務上の取扱いについて

所得税法上の課税について 法人税法上の課税について

�１保険料（掛金）の税務処理

ア．就業所部分に相当する保険料

……………………必要経費

イ．住宅部分に相当する保険料

……………………家事費

�２保険金を受け取った場合の税務処理

ア．就業所部分に対する保険金

……資産損失（必要経費）

の補てん金として計算

イ．住宅部分に対する保険金

……雑損控除計算上の補て

ん金

ウ．上記ア．イの結果共済差益金が生

じた場合…………………非課税

�１保険料（掛金）の税務処理

医療法人としての加入は認められてい

ないが、現実には当該法人が共済保険

料を支払っている場合

ア．就業所部分に相当する保険料

……………………損金算入

イ．非就業所部分（自宅）に相当する

保険料

……当該役員に対する立替

金（貸付金）若しくは

給与の上積等とする。

�２保険金を受け取った場合の税務処理

ア．上記アの就業所部分に対する保険

金………当該法人の総益金（雑

益勘定）に算入

イ．上記イの非就業所部分（自宅）に

対する保険金

……所有者個人の雑損控除

計算上の補てん金とし

て計算

ウ．上記イの結果共済差益金が生じた

場合………………………非課税
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３．日歯福祉共済保険制度

会員が死亡した場合には遺族の方に死亡共済保険金を、また住宅あるいは就業所が全焼およ

び全壊した方には被害見舞として火災共済保険金・災害共済保険金を、身体等の重度の障害に

より歯科医師免許を返納して退会した方には障害退会共済保険金を支払います。

＊ 加入資格

日本歯科医師会の会員で加入日現在６０歳

未満の方が加入できます。

＊ 保 険 料

保険料は月額８，５００円を毎月前納のかたち

で納入していただきます。

本制度に３５年以上在籍し、かつ満８０歳以

上の会員は、翌年度より保険料が免除と

なります。

＊ 加入手続き

日本歯科医師会への入会手続きと同時に

加入申込書に保険料２カ月分（１７，０００

円）を添えて、所属の郡市区歯科医師会

に提出していただきます。

＊ 保険契約の消滅

日本歯科医師会を退会したとき、または

保険料を１２カ月分滞納した場合は失効し

ます。

＊ 保険の解約

加入後、いつでも将来に向けて解約でき

ます。所定の解約申請書を提出していた

だきます。ただし、解約返戻金はありま

せん。（保険料は返還されません）

＊ 保障内容

①死 亡 共 済 保 険 金 加入者が死亡したとき、死亡共済保険金受給権者に死亡共済保険
金を給付します。死亡共済保険金額は、満年齢に基づく死亡時年
齢により判定します。

②火 災 共 済 保 険 金 指定物件（就業所、自宅）が火災により全焼した場合、火災共済
保険金を支払います。

災 害 共 済 保 険 金 指定物件（就業所、自宅）が災害により全壊もしくは流失した場
合、災害共済保険金を支払います。

③障害退会共済保険金 加入者が公的年金に関連する法律（国民年金法等）、身体障害者福
祉法及び労働者災害補償保険法により障害一級、二級及び三級に
認定され、若しくは精保健及び精神障害者福祉に関する法律によ
り障害一級、二級に認定され、歯科医師免許を返納し、日本歯科
医師会を退会するとき、障害退会共済保険金を支払います。

※①死亡共済保険金、③障害退会共済保険金は、２０１８年度および２０２３年度に段階的に引き下げの
予定です。
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共済保険金

保険業法に基づき認可特定保険業の運営基準に準拠するため、２０１８年度より死亡共済保険

金及び障害退会共済保険金は、保険金支払いの起因日の年齢に応じて減額する予定です。

また、死亡率の変化や大規模災害による災害共済保険金の給付により財政状況が悪化した

際、必要に応じて財政状況を改善するため、早期に共済保険金額の見直しを行う可能性があ

ります。

※税務上の取扱いについて

所轄の税務署と相談し、適切な方法で申告してください。

年齢区分 保険金額

〈
死
亡
・
障
害
退
会
共
済
保
険
金
〉

４５歳未満 １，０００万円

４５歳以上 ８００万円

６０歳以上 ６００万円

８０歳以上 ４００万円

〈
火
災
・
災
害
共
済
保
険
金
〉

加入者全員

全焼、全壊、全流出
８００万円

年齢区分 ２０１８～２０２２年度
（予定）

２０２３年度以降
（予定）

（
死
亡
・
障
害
退
会
）

４５歳未満 １，０００万円

４５歳以上 ８００万円

６０歳以上 ６００万円 ５００万円

８０歳以上 ３００万円 ２００万円
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４．日歯年金保険制度

会員の相互扶助を目的とし、歯科医師のゆたかな老後を守るためにつくられた独自の「実績

配当型年金制度」です。歯科医師のライフサイクルにあったきめ細やかな内容の終身年金で、

生涯にわたって年金給付が受けられます。

※運用実績によっては給付する年金の総額が払込保険料総額を下回ることがあります。

＊ 加入資格と加入日

日本歯科医師会の会員で満５５歳未満の方

はどなたでも加入できます。加入日は毎

月１日。

＊ 保険料

月額１万円から１０万円まで１万円単位で

増減することができます。

保険料の増減は満６０歳の誕生日の属する

月の前月分までできます。

＊ 加入手続き

申込用紙に必要事項をご記入の上、北海

道歯科医師会にお申し込みください。

＊ 保険料の払込み期間

満６０歳の誕生日の属する月の前月まで払

い込んでいただきます。

給付開始までの５年間は待期期間となり

ます。

＊ 保障内容

■終身年金

給付年齢：加入者が満６５歳に達したときに給付されます。

給付期間：１０年間の保証期間付き終身年金です。

１０年間の保証期間を超えて万一ご本人にご不幸があった場合、本人の死亡月

の翌月から３カ月分の給付をもって終了します。

年金月額：受給開始年度は†基準年金月額とし、以降、毎年度の月額は、†適用利率に

基づき毎年調整されます。

給 付 月：毎年４回１月、４月、７月、１０月にそれぞれ前月までの分を給付します。

†基準年金月額

待期期間終了時の年金原資をベースに、年金受給中の利回りが年２．５％という前提の

もと、算定されます。

†適用利率

運用実績をベースに毎年見直されます。
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■年金遺族一時払金

年金の受給開始後、１０年未満で万一ご本人にご不幸があった場合、１０年を上限とした残り

の期間分を現価計算し、ご遺族に一括で給付します。

■遺族一時金

年金受給前に万一ご本人にご不幸があった場合でも、加入月から死亡月までの元利合計額

を給付します。

■中途脱退一時金

加入中及び待期中に契約を中途脱退（解約）する場合は、中途脱退一時金を給付します。

中途脱退一時金額は、適用利率がプラスであった年度は適用利率の１／２を、マイナスで

あった年度は適用利率の２／２を付利して算出した元利合計額となります。

＊ 積立と給付のイメージ図
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給 付

加入者個々の年金原資をもとに基準年金月額を算定し給付開始初年度の年金月額とします。
その後、毎年度の適用利率に基づき†年金月額改定をします。

†年金月額改定
年金月額改定時（７月給付）に前年度の適用利率が、基準年金月額算定の前提として用いた基
準利率年２．５％を上回る場合には、その上回った分を翌年度以降の年金月額に上乗せします。

※税務上の取扱いについて

�１保険料：生命保険料控除等の対象外です。

�２年金を受取った場合の税務処理

種 類 内 容

終 身 年 金

年金給付額から本人拠出相当分を控除した金額（利息相当分）が雑所

得となります。

受給者には、毎年１月給付分のハガキ「年金ご送金のお知らせ」で前

年１年分の雑所得額を通知いたします。

年 金 遺 族

一 時 払 金
年金遺族一時払金の総額が相続財産となります。

遺族一時金 遺族一時金の総額が相続財産となります。

中 途 脱 退

一 時 金

中途脱退一時金の総額から本人拠出相当分を控除し、さらに一時所得

の特別控除額（年間５０万円）を控除した金額が一時所得となります。
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５．歯科医師国民年金基金制度
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６．小 規 模 企 業 共 済 制 度
（院 長 退 職 金）

「小規模企業共済制度」は、個人事業主が将来事業を廃止した場合や第一線を退いた時など
に備え、その後の生活の安定のために資金をあらかじめ積み立てておく共済制度で、いわば「事
業主の退職金制度」といえるものです。
税制面でも優遇された制度となっております。

（北海道歯科医師会経由でご加入いただきますと、加入及び共済金請求手続等は北海道
歯科医師会が行います。また、中小企業基盤整備機構より加入促進手数料が入ります
ので、それを各郡市区歯科医師会に還元して会の運営に役立たせていただいております）

制 度 の 特 色

＊掛金は全額所得控除

掛金は、税法上全額が「小規模企業共済等掛金控除」として課税所得から控除できます。

＊共済金は退職所得扱い又は公的年金等の雑所得扱い

税法上、一時払い共済金については退職所得、分割共済金については公的年金等の雑所
得として取り扱われます。

＊貸付制度

加入者（一定の資格者）の方は、納付した掛金の範囲内で事業資金の貸付け（一般貸付け・傷病
災害時貸付け・創業転業時貸付け・新規事業展開等貸付け・福祉対応貸付け・緊急経営安定貸
付け）が受けられます。

加 入 と 給 付

�１加入できる方
・常勤の従業員が５人以下の医院を経営して
いる院長。

・小規模企業者たる個人事業主に属する共同
経営者（個人事業主１人につき２人まで）
※共同経営者とは、事業主とともに経営に携わっている方
で次の①②をともに満たす方となります。
①「事業の経営において重要な意思決定をしている、また
は事業に必要な資金を負担している」
②「事業の執行に対する報酬を受けている」

（医療法人の場合は加入できません）

�２掛金月額
掛金月額は、１，０００円から７０，０００円までの範
囲内で（５００円単位で）選択できます。
（掛金は預金口座からの振替となります）

�３共済金等の支払
加入者に生じた共済事由により共済金Ａ、共済金Ｂ、解約手当金のいずれかが支払われます。

共済事由

共済金Ａ

■歯科医業の廃止
（事業主の死亡も含む）

■子への事業譲渡

共済金Ｂ

■老齢給付
・６５歳以上で１８０カ月以上掛金を納付した場
合は、受給権があります。
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解約手当金

■任意解約

■１２カ月以上の掛金の滞納

・医療法人になった場合は、すみやかに共済金の請求を行って下さい。

共済金Ａ事由（歯科医業の廃止）手続をいたします。

・共済金Ａ及び共済金Ｂについては、「一時払」、「分割払」、「一時払と分割払の併用」（但し、

死亡の場合は、「一時払」のみとなります。）のいずれか一つの方法により、また解約手当金

については、一時払で支払われます。

＊「分割払」

分割払を選択できる加入者は、共済金の支払額が３００万円以上で共済事由が生じた日に

満６０才以上である方です。

共済金は、１０年間又は１５年間（加入者の選択による）にわたって年４回２月、５月、

８月及び１１月に支払われます。

※「一時払と分割払の併用」

一時払と分割払の併用を選択できる加入者は、分割で受け取る共済金の額が３００万円以

上で、かつ、一括で受け取る共済金の額が３０万円以上である方です。

基本共済金等（一時払い）の額

掛金月額が１０，０００円の場合

掛金納付年数 掛金合計額 共 済 金 Ａ 共 済 金 Ｂ 解 約 手 当 金

５年 ６００，０００円 ６２１，４００円 ６１４，６００円

●掛金納付月数に応じて、掛金合計額の８０％
～１２０％相当額がお受け取りいただけます。
掛金納付月数が、２４０か月（２０年）未満の場合
は、掛金合計額を下回ります。

１０年 １，２００，０００円 １，２９０，６００円 １，２６０，８００円

１５年 １，８００，０００円 ２，０１１，０００円 １，９４０，４００円

２０年 ２，４００，０００円 ２，７８６，４００円 ２，６５８，８００円

３０年 ３，６００，０００円 ４，３４８，０００円 ４，２１１，８００円

税法上の取扱い 退職所得扱い 一時所得扱い

例えば、掛金月額を３０，０００円として試算するときは、下表の金額を３倍にしてください。

※１共済金等の額は、経済情勢等が大きく変化したときには、変更されることもあります。
※２Ａ・Ｂの額は源泉徴収前の共済金等の額です。したがって、掛金月額および契約期間によっては、手取額が掛金合計
額を下回る場合があります。

※３解約手当金の税法上の取扱いについて、任意解約で受取時６５歳以上の場合、共同経営者の退任による解約で退任時６５
歳以上、および法人成りによる事由の場合、退職所得扱いとなります。
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＊共済金の全部又は一部を分割で受取る場合

＊税法上の取扱いについて

�１掛金は全額所得控除されます。

�２共済金等を受け取る場合の税務上の取扱い

種 類 内 容

一時払共済金

・一時払いの共済金Ａ及びＢ（死亡共済金を除く）は、税法上退職

所得扱いとなります。

・解約手当金、６５歳以上の者の任意解約のみ退職所得、それ以外は

一時所得扱いとなります。

・死亡共済金は、税法上相続財産となります。

分割共済金

・分割共済金は税法上、公的年金等の雑所得の取扱いとなります。

（整備機構では、３カ月ごとの支払いの際、所定の所得税額を源泉

徴収します）

・繰上げ支給される分割共済金は、退職所得扱いとなります。

（死亡の場合は相続財産となります）

共済金の
一括受取り額

１０年分割（４０回） １５年分割（６０回）

３か月ごとに 受取総額 ３か月ごとに 受取総額

３，０００，０００円 ７８，９００円 ３，１５６，０００円 ５４，０００円 ３，２４０，０００円

６，０３３，０００円 １５８，６６８円 ６，３４６，７２０円 １０８，５９４円 ６，５１５，６４０円

１０，０００，０００円 ２６３，０００円 １０，５２０，０００円 １８０，０００円 １０，８００，０００円

税法上の取扱い 公的年金等の雑所得扱い

分割受取り例

○ 掛金月額３万円
○ 掛金納付年数１５年
○ 共済金Ａ（前頁参照）
○ 一括受取り額６，０３３，０００円

（＝２，０１１，０００円の３倍）

※１共済金の分割受取り額については、源泉徴収前の金額を掲載しています。
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�道歯企画は、北海道歯科医師会及び各郡市区歯科医師会の出資で設立された株式会社です。

特に、生命保険・損害保険などは団体及び集団で取扱っておりますので、割安でご加入いただ

けます。

なお、当社の目的は会員のメリットになることを考え、その上で収益の出たものを、北海道歯

科医師会及び各郡市区歯科医師会に還元し、会の運営に貢献することです。

取扱保険会社と保険の種類は次の通りです。

生命保険の取扱会社

日本生命・第一生命・明治安田生命・住友生命・損保ジャパン日本興亜ひまわり生命

アメリカンファミリー・メットライフ生命・ジブラルタ生命

＊生命保険の種類

①グループ保険

保険金額最高、６５才までは普通死亡４，０００万円、６６才以上７０才までは普通死亡１，０００

万円になります。

又、配偶者とお子様も一定の条件で加入出来ます。

本人・配偶者とも新規加入は５０歳までです。

②終身保険…………定期的な資金づくりと一生涯にわたる保障をご希望される方へ

③定期保険…………割安な保険料でより大きな保障をご希望される方へ

④ガン保険…………万一ガンにかかったとき、安心して治療に専念したいとお考えの方へ

⑤収入補償保険…………万が一の時の家族の保障のために

⑥医療保険…………入院・手術費用をしっかりと保障するために

７．�道歯企画取扱各種保険

◎団体扱いにしますと個々で加入されるより毎月の保険料は

２％～４％程度お安くなります。
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損害保険の取扱会社

損害保険ジャパン日本興亜・東京海上日動火災保険

＊損害保険の種類

① 医師賠償責任保険（団体割引２０％適用）

・医療事故によって患者に与えた身体、財物の損害を支払います。又、診療所の建物や

設備の欠陥、使用管理ミスにより患者に与えた身体、財物の損害を支払います。

内容は

・保険金額は１００型対人１事故１０，０００万円、対人１年間３０，０００万円、対物１事故１，０００万

円です。

② 新型所得補償保険（団体割引３０％適用）

・先生方が不慮の傷害事故や病気に見舞われた場合、休業中の喪失所得を月々補償し、

個人の生活の安定を図ります。

・担保範囲は業務中から旅行、レジャーまで、また国内、外を問わず補償の対象となり

ます。

・１口＝月額１０万円で３０口まで加入出来ます。

・補償額は平均月間所得額に対し、個人事業主は８５％以下・給与所得者は５０％以下の範

囲内が基準となります。

・ガン補償も付保出来ます。

・長期で補償する所得補償ロングプランもございます。

③ 自動車保険（集団扱５％引）

・自動車事故で他人を死傷させたり、財物に損害を与え、法律上の損害賠償責任を負っ

たときに保険金を支払います。

・この自動車保険の主な補償内容は下記の通りとなっております。

１）対人賠償保険

２）対物賠償保険

３）人身傷害補償保険

４）搭乗者傷害保険

５）車両保険

・この保険は対人、対物賠償事故の時、専門知識をもった担当社員又は弁護士が、被保

険者が行なう被害者との示談交渉を契約者にかわってすすめます。
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④ 医療施設内包括機械保険

・医療施設内の機械設備に電気的事故、機械的事故、破損などのあらゆる偶然な事故に

よる損害を担保し、事故が発生した場合、一事故５０，０００円か１００，０００円を負担して頂

き、残りは保険金額を限度に修理費等を実費でお支払い致します。

⑤ 火災保険（住宅総合保険、店舗総合保険）

・住宅及び診療所の建物、家財、診療用什器備品などが次に掲げる事故にあわれた場合

保険金をお支払いします。

○ 火災、落雷、爆発、破裂による損害

○ 建物の外部からの物体の落下、飛来、衝突による損害

○ 騒じょう、集団行動、労働争議にともなう暴力行為、もしくは破壊行為による損害

⑥ 団体傷害総合保険（随時加入）（団体割引３０％適用）

・家庭内、職場内、通勤途上、旅行中など日常生活において、急激かつ偶然な外来の事

故によって、その身体に被った傷害に対して保険金を支払います。

⑦ 個人情報漏えい保険（団体割引２０％適用）

・個人情報が漏えいしたことに起因して、歯科医師が保険期間中に損害賠償請求を日本

国内において提起され、法律上の損害賠償責任を負担する場合に被る損害（損害賠償

金や弁護士費用等の支払い）や、各種費用損害に対して保険金をてん補限度額の範囲

内でお支払い致します。

⑧ 新団体医療保険（団体割引３０％適用）

特長

・病気、ケガの入院補償。手術費用の他、先進医療費用付帯。

・１日だけの入院もお支払いの対象になります。

・通算支払限度日数は１，０００日

⑨ ホールインワン付ゴルファー保険（随時加入）（団体割引２０％適用）

・日本国内のゴルフ場においてゴルフ競技中にホールイ

ンワンを行なった場合に慣習として負担する費用をお

支払いします。

ただし、保険金額を限度とします。

・その他偶然な事故によって他人の身体や財物の損害を

担保する賠償責任保険や、被保険者が所有するゴルフ

用品（被服類を含みます）が盗難にあったとき、又は

クラブが折損、曲損したときに担保するゴルフ用品保

険がセットになっております。
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８．斡 旋 融 資 制 度

＊日歯青色ローン

＊北海道歯科医師会会員融資

区 分 短 期 長 期

使 途 納 税 資 金 等 設 備 資 金 ・ 入 学 金 等

融 資 限 度 ５００ 万 円 以 内 ２，５００万 円 以 内 ５，０００万 円 以 内

返 済 期 間 ２ 年 以 内 １５ 年 以 内

利 率
（金融情勢により変更あり、長期プライムレートが基準）

年２．１％程度 年２．２％程度 年２．３％程度

担 保 不 要 不 動 産 又 は 有 価 証 券

保 証 人 １ 名 必 要 １ 名 必 要 （ 配 偶 者 で も 可 ）

返 済 方 法
元 利 均 等 返 済
（６カ月以内の
措置ができる）

元 利 均 等 返 済
（１年以内の措置ができる）

取 扱 銀 行 都市銀行・地方銀行等（信金・信組は不可）

備 考
①銀行取引約定書 ②保証書 ③金銭消費貸借契約証書
④印鑑証明書 ⑤斡旋融資申込書 ⑥借入申込書
⑦確定申告書写 ⑧保証人明細

区 分 運 転 資 金 設 備 資 金

使 途 医 療 業 務 の 運 転 資 金 医療施設の改良・設備資金

融 資 限 度
診療報酬の平均月額２倍以内
且つ５００万円以内

５，０００万円以内

返 済 期 間 ２ 年 以 内 １０ 年 以 内

利 率
（短期プライムレートが基準） （長期プライムレートが基準）

年２．１％程度 年２．４％程度

担 保
不要、但し他に無担保借入が
ある場合は合算５００万円

不動産又は有価証券

保 証 人 法定相続人１名の連帯保証人 左に同じ、必要に応じ２名
償 還 方 法 元 利 均 等 返 済 元 利 均 等 返 済
取 扱 銀 行 北海道銀行・北洋銀行

備 考

①銀行取引約定書 ②保証書 ③金銭消費貸借契約証書
④印鑑証明書 ⑤斡旋融資申込書 ⑥借入申込書
⑦確定申告書写 ⑧保証人明細

★社保又は国保診療報酬を融資申込み銀行の預金口座に振込
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